
509人 21億5,448万円 3億3,145万円  9億719万円 33億9,312万円 667万円

4 職員給与費（普通会計決算）

区　分 1人あたり
給与費（B/A）職員数（A）

給　　与　　費
給　料 職員手当 期末勤勉手当 計（B）

平成20年度

167,034円 180,226円

6 初任給

区　分
一般行政職

初 任 給 採用2年後の給料額

大 学 卒

135,897円 145,306円高 校 卒

45歳5か月

5 平均給料月額および平均年齢

平 均 年 齢平均給料月額

351,500円

一般行政職

15.7%50億8,166万円322億6,920万円91,283人※

　人件費には、特別職の報酬や共済
組合の事業主負担金なども含みます。

3 人件費（普通会計決算）
住民基本台帳
人口

歳出額
（Ａ）

人件費
（Ｂ）

人件費率
（B/A）

16.2%

前年度
人件費率区　分

平成20年度

※平成20年3月31日現在

2 定員適正化計画の数値目標
①定員適正化目標

②定員適正化手法の概要

1 職員数の状況（各年4月1日現在）

主な増減理由対前年
増減数

区　　分 職　員　数
部　　門 平成21年 平成20年

議　　会
総　　務
税　　務
民　　生
衛　　生
労　　働
農林水産
商　　工
土　　木

小　　計

教　　育

小　　計

小　　計

合　　　計

病　　院
水　　道
下 水 道
そ の 他

8
145
37
84
56
0
36
17
55

438

70

70

130

638

3
28
28
71

新幹線推進室などの職員の増員

生活保護担当職員の増員など

調理業務の民間委託など

　　　　〃
競艇事業担当職員などの増員

一般行政

特別行政

公営企業
等会計

8
140
37
82
60
0
36
16
54

433

76

76

133

642

3
32
32
66

0
5
0

0
0

1

5

△6

△6

△3

△4

0

△4
5

2
△4

1

△4 窓口業務の民間委託
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※職員数は、一般職に属する職員数です。地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員などを含み、
　臨時または非常勤職員は含みません。

　職員手当には、退職手当は含まれ
ていません。
職員数は、平成20年4月1日現在の人数です。

　一般行政職とは、一般事務職、建
築や土木などの技術職などをいいます。

10 特別職の報酬などの状況

400,000円419,000円493,000円677,700円837,000円

区分 市　長 副市長 議　長 副議長 議　員
給料または
報酬

（平成20年度の支給割合） 6月期  1.6月分　12月期  1.75月分　計3.35月分期末手当

7 経験年数別・学歴別平均給料月額

区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一　般
行政職

267,429円 34歳2か月大学卒

高校卒

（平成20年度支給割合）

6月期
12月期
計

※職務上の段階、職務の級などによる
加算措置あり（5％、10％または15％）

勤勉手当期末手当
1.4月分
1.6月分
3.0月分

0.75月分
0.75月分
1.5月分

9 職員手当の状況
期末・勤勉手当 退 職 手 当

（平成21年度支給率）

勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

自己都合による
23.50月分
33.50月分
47.50月分
59.28月分

30.55月分
41.34月分
59.28月分
59.28月分

勧奨・定年による

　　 休 職　7件
いずれも心身の故障による

該当なし

区分 内　　　容 平成20年度の状況

分　限

懲　戒

11 職員の分限および懲戒処分の状況

計

387人

8 一般行政職の級別職員数
区　分 1級

主　査 課　長係　長
主　査

部　長一般職員 一般職員

12人

2級

23人

3級

45人

4級

240人

5級

49人

6級

18人職員数

標準的な
職務内容

100％3.1％ 5.9％ 11.6％ 62.0％ 12.7％ 4.7％

100％1.6％ 6.6％ 12.7％ 61.0％ 13.3％ 4.8％

構成比

1年前の
構 成 比

13 勤務条件に関する措置の要求の状況
平成20年度　該当なし

区　分 内　　　容実施主体

共済制度

公務災害補償

12 職員の福祉の状況

長崎県市町村職員共済組合

公立学校共済組合長崎県支部

地方公務員災害補償基金

　短期給付、長期給付などに関する事業を行っています。民間事業者に
例えると、社会保険、厚生年金などに相当します。

　公務員が公務上受けた労働災害を公務災害といい、地方公務員災害
補償法に基づく補償を受けます。

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

211,848円 28歳5か月

329,359円 39歳5か月

283,693円 35歳7か月

354,160円 43歳8か月

324,756円 39歳4か月

※役職に応じた調整額の加算あり

14 不利益処分に関する不服申立ての状況（処理状況）
平成20年度　該当なし

　懲戒処分とは、法律または条例、規則に違反した場合、職務上の義務に違反し、または職務
を怠った場合、全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合、免職、停職、減給、戒告
となるものです。

　分限処分とは、勤務成績が良くない場合、心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合
や長期の休養を要する場合など、公務能率を維持するために問題が生じた際、任命権者の権
限で降任、免職、休職、降給させることができるものです。

　市長・副市長の給料については、平
成15年4月から10％減額しており、減額
後の額を記載しています。

　期末・勤勉手当は、一般にボーナスといわれている
もので、給料（期末手当は給料に扶養手当を加えた
額）に左表の支給率を乗じた額が支給されます。

【退職手当の調整額】
　平成18年4月の給与構造改革により、給料月額の
引下げを行ったことに伴い、役職に応じた調整額（月
額16,700円～33,350円（4段階）の60月分）を加算

　平成17年度の962人を起点として、平成21年度までの集中的な改革（集中改革プラン2005）を
策定し、平成22年4月1日までに職員数を885人にすることを目標としていましたが、平成20年4月の
市立病院への指定管理者制度導入（△258人）などにより、平成21年4月1日現在の職員数は638
人となっています。

　市が直営で行う業務の民間委託や事務事業の見直し、組織の再編・統合などの見直しによる
行政組織のスリム化により、人員削減を図ります。

※平成19年7月から職務の級に応じて3～　
　5％の給与減額を行っており、5～7につい
　ては、減額後の額を記載しています。

人
事
行
政
の
運
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な
ど
の
状
況

を
公
表
し
ま
す

し尿処理の下水道処理施設への接続など

商工担当職員の増員
特定行政庁の開設
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509人 21億5,448万円 3億3,145万円  9億719万円 33億9,312万円 667万円

4 職員給与費（普通会計決算）

区　分 1人あたり
給与費（B/A）職員数（A）

給　　与　　費
給　料 職員手当 期末勤勉手当 計（B）

平成20年度

167,034円 180,226円

6 初任給

区　分
一般行政職

初 任 給 採用2年後の給料額

大 学 卒

135,897円 145,306円高 校 卒

45歳5か月

5 平均給料月額および平均年齢

平 均 年 齢平均給料月額

351,500円

一般行政職

15.7%50億8,166万円322億6,920万円91,283人※

　人件費には、特別職の報酬や共済
組合の事業主負担金なども含みます。

3 人件費（普通会計決算）
住民基本台帳
人口

歳出額
（Ａ）

人件費
（Ｂ）

人件費率
（B/A）

16.2%

前年度
人件費率区　分

平成20年度

※平成20年3月31日現在

2 定員適正化計画の数値目標
①定員適正化目標

②定員適正化手法の概要

1 職員数の状況（各年4月1日現在）

主な増減理由対前年
増減数

区　　分 職　員　数
部　　門 平成21年 平成20年
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※職員数は、一般職に属する職員数です。地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員などを含み、
　臨時または非常勤職員は含みません。

　職員手当には、退職手当は含まれ
ていません。
職員数は、平成20年4月1日現在の人数です。

　一般行政職とは、一般事務職、建
築や土木などの技術職などをいいます。

10 特別職の報酬などの状況

400,000円419,000円493,000円677,700円837,000円

区分 市　長 副市長 議　長 副議長 議　員
給料または
報酬

（平成20年度の支給割合） 6月期  1.6月分　12月期  1.75月分　計3.35月分期末手当

7 経験年数別・学歴別平均給料月額

区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一　般
行政職

267,429円 34歳2か月大学卒

高校卒

（平成20年度支給割合）

6月期
12月期
計

※職務上の段階、職務の級などによる
加算措置あり（5％、10％または15％）

勤勉手当期末手当
1.4月分
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3.0月分
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1.5月分

9 職員手当の状況
期末・勤勉手当 退 職 手 当

（平成21年度支給率）

勤続20年
勤続25年
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自己都合による
23.50月分
33.50月分
47.50月分
59.28月分
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　　 休 職　7件
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該当なし
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分　限

懲　戒

11 職員の分限および懲戒処分の状況

計

387人

8 一般行政職の級別職員数
区　分 1級

主　査 課　長係　長
主　査

部　長一般職員 一般職員

12人

2級

23人

3級

45人

4級

240人

5級

49人

6級

18人職員数

標準的な
職務内容

100％3.1％ 5.9％ 11.6％ 62.0％ 12.7％ 4.7％

100％1.6％ 6.6％ 12.7％ 61.0％ 13.3％ 4.8％

構成比

1年前の
構 成 比

13 勤務条件に関する措置の要求の状況
平成20年度　該当なし

区　分 内　　　容実施主体

共済制度

公務災害補償

12 職員の福祉の状況

長崎県市町村職員共済組合

公立学校共済組合長崎県支部

地方公務員災害補償基金

　短期給付、長期給付などに関する事業を行っています。民間事業者に
例えると、社会保険、厚生年金などに相当します。

　公務員が公務上受けた労働災害を公務災害といい、地方公務員災害
補償法に基づく補償を受けます。

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

211,848円 28歳5か月

329,359円 39歳5か月

283,693円 35歳7か月

354,160円 43歳8か月

324,756円 39歳4か月

※役職に応じた調整額の加算あり

14 不利益処分に関する不服申立ての状況（処理状況）
平成20年度　該当なし

　懲戒処分とは、法律または条例、規則に違反した場合、職務上の義務に違反し、または職務
を怠った場合、全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合、免職、停職、減給、戒告
となるものです。

　分限処分とは、勤務成績が良くない場合、心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合
や長期の休養を要する場合など、公務能率を維持するために問題が生じた際、任命権者の権
限で降任、免職、休職、降給させることができるものです。

　市長・副市長の給料については、平
成15年4月から10％減額しており、減額
後の額を記載しています。

　期末・勤勉手当は、一般にボーナスといわれている
もので、給料（期末手当は給料に扶養手当を加えた
額）に左表の支給率を乗じた額が支給されます。

【退職手当の調整額】
　平成18年4月の給与構造改革により、給料月額の
引下げを行ったことに伴い、役職に応じた調整額（月
額16,700円～33,350円（4段階）の60月分）を加算

　平成17年度の962人を起点として、平成21年度までの集中的な改革（集中改革プラン2005）を
策定し、平成22年4月1日までに職員数を885人にすることを目標としていましたが、平成20年4月の
市立病院への指定管理者制度導入（△258人）などにより、平成21年4月1日現在の職員数は638
人となっています。

　市が直営で行う業務の民間委託や事務事業の見直し、組織の再編・統合などの見直しによる
行政組織のスリム化により、人員削減を図ります。

※平成19年7月から職務の級に応じて3～　
　5％の給与減額を行っており、5～7につい
　ては、減額後の額を記載しています。

人
事
行
政
の
運
営
な
ど
の
状
況

を
公
表
し
ま
す

し尿処理の下水道処理施設への接続など

商工担当職員の増員
特定行政庁の開設

広報おおむら 2009 年 10 月号13




